
知事定例記者会見

令和８年８月３１日（月）
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知事発表項目

１．令和８年熊本地震関連
について

２．地域産業クラスター計画
の策定について
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知事発表項目

１．令和８年熊本地震関連
について
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【防災企画課、令和８年熊本地震長崎県緊急支援室ほか】



（１）溶岩ドームと眉山の状況

概 要

➢ 地震発生後、防災ヘリでの情報収集、溶岩ドーム崩壊危険度判定臨時分科会による状況の検討
➢ 溶岩ドーム、眉山とも大きな崩落につながる兆候は見られていない
➢ 引き続き、関係機関と連携した注意監視に努めていく

溶岩ドームについて 眉山について

（説明内容）
 ・一部崩落が認められる
 ・崩落土砂は、最上流の砂防施設には到達して

 いない

（説明内容）
 ・広範囲の表層剥離が確認される
 ・剥離した崩土が下流域に流出している状況は認められない
 ・大型土のう設置は 8月中に完了 (長崎森林管理署 )
 ・既設治山ダムの土砂捕捉量確保のため既存土砂の撤去工事

 開始 ( 8月 2 0日  長崎森林管理署）

7/28 16:28撮影（地震時）

※国土交通省雲仙砂防管理センター提供

地震前（7/10） 地震後（8/17）

※島原市提供
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（２）令和８年熊本地震に係る長崎県の被災地支援の状況（令和８年８月３１日時点）

Ⅰ 支援体制の整備
➢ 7/29 令和８年熊本地震の被災県への支援に対応するため、

 「令和８年熊本地震長崎県緊急支援室（12名体制）」を設置(TEL:095-894-3115【県緊急支援室】) 

Ⅱ 人的支援 ※今後の予定も含め、現時点で決定しているものを記載

１ 県・市町職員の派遣 ２９４名（県１９３名・市町１０１名）
（１）応急対策職員派遣制度による職員派遣 ２４２名（県１６４名・市町７８名） 

期 間 ７月２９日～

派遣人員
一般事務等１８名（県１２名、市町６名）
※１週間交代で順次派遣 第７陣まで出発

① 美里町

（上）罹災証明書支援  （下）住家被害認定調査 

（本県からの派遣職員従事状況）

期 間 ８月５日～

派遣人員
一般事務等２０名（県１０名、市町１０名）
※１週間交代で順次派遣 第５陣まで出発

② 八代市

期 間 ８月６日～９月１日

派遣人員
一般事務等２０名（県１２名、市町８名）
※１週間交代で順次派遣 第４陣で派遣終了

③ 宇城市

期 間 ７月３０日～

派遣人員
一般事務等１名（県１名）
※１週間交代で順次派遣 第７陣まで出発

① 熊本県庁

➢ 避難所運営、罹災証明発行支援、住家被害認定調査等のため派遣 

➢ 熊本県内の被害状況等の情報収集、職員派遣の調整等のために派遣
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（２）令和８年熊本地震に係る長崎県の被災地支援の状況（令和８年８月３１日時点）

期間・場所 ７月２９日～８月４日 ・八代市ほか

派遣人員 医師１名、保健師２名、獣医師１名、一般事務１名 先遣隊のみ派遣

活動内容
保健医療福祉活動チームの受援調整及び対策会議等における
総合指揮調整 等

① ＤＨＥＡＴ（災害時健康危機管理支援チーム）の派遣

期間・場所 ７月３１日～９月２９日 ・美里町、八代市

派遣人員
保健師２名、一般事務１名 等
※１週間交代で順次派遣 第１２陣まで予定
各陣、県職員又は市町職員でチーム編成

活動内容 避難所における住民の健康管理業務 等

（２）国等からの要請による専門職員派遣 ５２名（県２９名・市町２３名） ※後述のトイレカー運営６名含む

③ 建築職の派遣

② 保健師等の派遣

期間・場所 ８月３日～８月１２日 ・八代市ほか

派遣人員
建築６名 
※１週間交代で順次派遣 第３陣まで派遣
各陣、県及び市町職員でチーム編成

活動内容 被災建築物の応急危険度判定 等

２ 医療・福祉支援

期間
派遣
陣数

期間
派遣
陣数

DMAT(災害派遣医療T) 7/28～8/13 １８ 災害支援ナース ８/３～8/２７ ８

DPAT(災害派遣精神医療T) 7/31～8/5 1 JRAT(災害リハビリテーション支援T) ８/４～9/5 6

DWAT(災害派遣福祉T) 8/3～９/３ ６

八代地域保健医療福祉調整現地本部会議
（本県ＤＨＥＡＴの従事状況）

家庭訪問（本県保健師等の従事状況）
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（２）令和８年熊本地震に係る長崎県の被災地支援の状況（令和８年８月３１日時点）

Ⅲ ボランティアバスの運行 ５回(参加８７名）
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Ⅴ 被災者の公営住宅への受け入れ

➢ 8/3 県営住宅への一時避難の受入開始
      (TEL:095-894-3102【県住宅課】)

➢ 7/30「令和８年熊本地震に係る長崎県災害義援金」の受付を開始し、県庁行政棟ロビー等に募金箱設置

期間 参加数 活動場所

第１回 8/10～8/11 １８

美里町第２回 8/17～8/18 １８

第３回 8/23 １９

Ⅳ 義援金

Ⅵ その他被災地支援

②防災ヘリ

➢ 7/29から熊本県の緊急患者搬送任務を実施
➢ 8/6 宇城市発生の林野火災の消火活動を実施

①トイレカー

➢ 昨年度、県で導入したトイレカーを初めて被災地へ派遣
・派遣開始：8/4～8/31
・派遣場所：八代市
・派遣台数：１台

県庁エントランスの募金箱（県HPより）

派遣中の県トイレカー（県HPより）
県防災ヘリ（県HPより）

図はイメージ(県HPより)

〈支援内容〉
・提供期間：入居後１年間まで
・家賃等 ：家賃、駐車場使用料、敷金は免除

（共益費、光熱水費は自己負担）
・その他 ：連帯保証人は不要

家電製品等の貸与可
日用品の支給可

(TEL:095-895-2314【県県民生活環境課】)

期間 参加数 活動場所

第4回 8/26 １８
美里町

第5回 ８/２９ １４



（３）令和８年熊本地震に係る本県への影響と対策

２ 特別相談窓口の設置・緊急資金繰り支援資金(環境変化対策)の取扱開始
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➢ 県内中小企業者等の資金繰りを支援するため、資金繰りに関する相談窓口を設置

設置場所 県産業労働部 経営支援課内 金融担当（TEL:095-895-2652）

設置期間 ８月４日から当面の間

受付時間 平日９時から１７時３０分まで

➢ 県の制度融資である「緊急資金繰り支援資金（環境変化対策）」の取扱を開始

１ 観光振興に関する国への要望

➢ 本県においても、旅館やホテル等で宿泊予約のキャンセルが相次ぐなど、観光関連事業者に大きな影響
➢ このような状況を踏まえ、国に対し要望を実施

融資対象

県内において事業を継続し、かつ県税を完納
している中小企業者のうち、令和８年熊本地
震に起因して、最近３か月の間の売上または
売上高総利益が前年同期比で減少している者
※最近３か月とは、最近１か月の売上高等に
その後２か月の見込みを含むことも可

取扱期間 令和８年９月４日から令和９年３月３１日

融資限度額 １億円

利率（年） １．６０％

償還期間 １０年以内（据置２年）

保証料率 ０～０．９０％

(国土交通省 加藤政務官への要望) (観光庁への要望)

要 望 日 ８月１８日（火）

要 望 者 宮地副知事,伊達文化観光国際部長ほか

要 望 先
国土交通省（加藤国土交通大臣政務官）
観 光 庁（蔵持観光庁次長） ほか

要望内容
①観光需要喚起対策への支援
②風評被害対策

８月２８日（金）九州各県への誘客促進を図るための支援策「九州ふっこう応援割」
に対する財政支援を国が発表



知事発表項目

２．地域産業クラスター計画
の策定について

9

【政策企画課】



長崎県 海洋関連分野における地域産業クラスター計画の概要

３．目指す姿（目標） ４．勝ち筋 ５．政策手段

（１）現状
●古くから造船業が盛んな本県では、大手造船所と地
域の中小企業がサプライチェーンを形成し、経済や地
域の雇用を支えている。

●防衛の要である艦艇の建造や、米海軍や海上自衛
隊の基地を置く地域での造船所を中心とした艦艇修
繕等のサプライチェーンも構築されている。

●独自の造船技術を有し、漁船、旅客船、巡視船等
の建造・修繕を担う中小造船所も存在している。

●国が2040年に浮体式洋上風力発電で15GW以
上の案件形成を目標に掲げており、県内企業による
大規模投資も活発化している。

●本県は、国内で唯一、商船、防衛、海洋エネルギー
の３分野の取組が活発な自治体である。

（２）目指すべき目標
●官民設備投資額：700億円/5年
●付加価値増加額：202億円/5年
●産業人材確保育成数：874名/5年

（３）設定の根拠
●官民設備投資額：民間：企業へのヒアリングを踏ま
 え設定。 県：過去支援額を踏まえ設定
●県総合計画で掲げる売上高の目標値を踏まえ設定
●産業ニーズに即した産業人材確保育成数：
県総合計画で掲げる雇用増加数を踏まえ設定

（４）効果検証
●毎年度フォローアップを実施し、国からの求めに応じて
結果を報告

（１）基本戦略
海洋関連３分野（商船、防衛、海洋エネルギー）にまたが
り、サプライチェーンを担う企業を有する本県の強みを活かし、
以下の戦略に基づき取組を推進する。

●長崎県造船振興連絡会議や長崎海洋産業クラスター形成推進協
議会等とも連携した、産学官が一体となった人材育成・確保の仕組
みづくり

●生産能力の強化・生産性の向上に向けた設備投資
●県内アンカー企業の規模拡大促進
●浮体基礎製造・保管の拠点化に向けた戦略的な港湾インフラ整備

（２）投資の具体像
●県として過去５年間で約２５億円の支援を実施。
●県総合計画に掲げる造船関連産業、海洋エネルギー関連産
業の売上・雇用者数目標の達成に向けて、増産ニーズ対応・
生産性向上・人材の育成・確保等にかかる投資を官民で促進。

●具体的には、国内外の建造・修繕需要を獲得するための投
資、次世代船舶等の研究開発、米艦船修繕や装備品移転
に伴う増産に対応するための投資、人材育成・確保に資する
設備投資、浮体基礎製造の拠点となる港湾候補地の機能
拡充等を想定。

（３）地域へのインパクト、目指すべき姿
●造船・防衛産業について、過去最高の売上高（5,500億
円）を実現し、造船業（防衛関連含む）とそれを支える県
内サプライチェーンを強靭化。

●世界初の量産サプライチェーン構築と浮体基礎製造・保管拠
点港湾の整備により、国内外の浮体式洋上風力発電の需
要を獲得。

（１）投資促進に向けた課題
●増産ニーズに対応するためには、設備投資に加えて、
人材確保が必要 

●岸壁の整備や工場増設のための用地造成（県内の
造船関連企業は、既存のドックや岸壁、工場が一杯の
ため受注拡大が困難）や海洋エネルギー分野における
港湾整備など、受け皿となるインフラ整備も必要

●洋上風力関連産業の市場予見性が低い一方、受注
獲得のために大規模な先行投資が必要であるが、県
内中小企業が参入する上での投資判断が困難

●海洋関連分野の人材育成、技術開発拠点の機能拡
充に向けた支援が必要

（２）政策パッケージ
●県内企業の規模拡大や受注獲得、生産性向上のた
めの設備投資等への支援

●長崎県造船振興連絡会議や海洋産業クラスター形成
推進協議会等とも連携した、産学官が一体となった人
材育成・確保の仕組みづくり

●商船・防衛両面の造船需要獲得に向けた取組支援
●岸壁の整備や、工場用地造成等のインフラ整備
●大手企業と連携した水素関連産業に係る技術開発
等に取り組み県内企業の先行投資支援

●浮体基礎製造・保管の拠点化に向けた戦略的な港
湾インフラの整備

（３）KPI及びKPI未達時の撤退基準の設定

●海洋関連産業の売上増加額とし、３年連続でKPIの
 目標値の７割未達となった場合は、事業の計画の
 中断も含め、 計画の再考・見直しを行う

１．産業領域
造船・防衛産業、エネルギー分野を核とする海洋関連産業領域
製造業（輸送用機械器具製造業、はん用機械器具製造業、業務用機械器具製造業、金属製品製造業、輸送用機械
器具製造業 等）、建設業（設備工事業）、運輸業（水運業）、教育、学習支援業（その他の教育、学習支援業）
、卸売業（金属材料卸売業）

２．対象エリア
長崎市、佐世保市、諫早市、西海市等

海洋関連３分野（商船、防衛、海洋エネルギー）にまたがり、サプライチェーンを担う
企業を有する本県の強みを活かし、一体的なサプライチェーン構築、需要拡大に向けた
設備投資、人材育成等を推進

10



長崎市
11者

佐世保市
9者

時津町
2者

平戸市
1者

松浦市
1者

西海市
1者

株式会社大島造船所
佐世保重工業株式会社 ほか

計28者

核となる事業者

長崎県 海洋関連分野における地域産業クラスター計画の概要

・株式会社大島造船所
（バルクキャリア建造、洋上風力浮体製造）

・佐世保重工業株式会社
（商船・護衛艦修繕、クランクシャフト製造）

▲バルクキャリア建造

▲洋上風力浮体
（イメージ図）

▲護衛艦「いせ」修繕 ▲工場全景

諫早市
3者
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